2024年3月9日(土)
経営力強化支援事業補助金の骨組み

１．対象事業者（顧客）

　　１）法人の場合
①新宿区で事業を営んでいる中小企業（中小企業基本法第2条に規定
する中小企業）
　　　　　※NPO法人、一般社団法人、医療法人.社会福祉法人、学校法人
公益財団・財団法人等は除く
　　　 ②法人都民税を滞納していないこと
　　２）新宿区で事業を営んでいる個人事業主
　　　　①事業所（営業の本拠）を新宿区内に有している事

　　　　②住民税を滞納していないこと
２．重要なポイント
　　
　　１）申請期間

[bookmark: _Hlk160561908]　　　　　令和５年４月１日～令和６年３月３１日(消印有効)

　　２）補助対象期間　　　　　　

　　　　　令和5年4月1日～令和6年3月31日（日）
　　　　　※令和6年3月31日（日）までに実施及び支払いが完了した事業

　　３）エネルギー価格高騰緊急対策支援（1事業者1回のみの申請）

　　　１）申請期間

　　　　　　　　　令和５年１２月１日～令和６年３月３１日(消印有効)
　　　２）補助の対象期間

　　　　令和4年11月1日～令和5年3月31日に使用した電気、都市ガス
　　　　LPガス。ガソリン
　　　３）補助率　　⇒　４/５　　補助上限額　⇒　20万

　　　４)法人の場合

３．補助内容
　　①経営計画等策定支援
　　②補助金申請手続き支援
　　③販売促進・業態転換支援　　　　　　　　　　特徴
　　④インバウンド対応支援　　　　　　　　　　　　①各事業の補助額の　　　　　　　　　　　　　　
　　⑤IT デジタル対応支援　　　　　　　　　　　　　　上限に達するまで
　　⑥設備等購入支援　　　　　　　　　　　　　　　　　複数回の申請可能
　　⑦展示会等出店支援　　　　　　　　　　　　　　②同一事業の複数回
　　⑧エネルギー価格高騰緊急対策支援　　　　　　　　申請も可能

４．①からの⑦の補助内容申請について
　　
①経営計画等策定支援
　　　　　　　　　　　　　　
　　②補助金申請手続き支援
　　　　※申請代行手続きは、1件につき２４，０００円まで補助
　　③販売促進・業態転換支援
　　　・ホームページのリニューアル等の製作委託費
　　　・広告掲載費
　　　・看板やチラシの製作委託費等
　　④インバウンド対応支援

　　⑤IT デジタル対応支援→
下記のソフトを導入した場合スクリーンショットをコピーして　提出
　　　・クラウドサービス利用料
　　　・パソコン、タブレットは、1台につき20万円まで。
　　　　パソコンは、1事業者、２台まで申請可能
　　　・Web会議を行う環境の整備
　　　・業務プロセスの自動化（RPA）の効率化
　　　・勤怠管理をシステムで管理等
　　⑥設備等購入支援

　　⑦展示会等出店支援



①経営力強化支援事業補助金交付申請書


②経費明細書


③領収書のコピー(電気・ガソリン等）


④支払金口座振替依頼書


⑤履歴事項全部証明書のコピー


⑥直近の法人都民税納税証明書









